
大分人権啓発企業連絡会 会則 

 

 

（名 称） 

第１条 本会は、大分人権啓発企業連絡会という。 

 

（目 的） 

第２条 本会は、人権問題に関する正しい理解と認識を深め、人権意識の高揚を図るこ

とが、社会における企業の果たす役割の一つであるとの認識に立って、会員相互が連携

し、関係機関及び関係団体と協力しつつ、企業の立場から同和問題をはじめ広く人権問

題の解決を目指して、自主的に諸活動を行うことを目的とする。 

 

（事 業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 （１）研修、啓発及び調査研究に関すること。 

 （２）会員相互の情報交換及び交流に関すること。 

 （３）関係機関及び関係団体との情報交換に関すること。 

 （４）その他本会の目的を達成するために必要なこと。 

 

（会 員） 

第４条 本会は、第２条の目的に賛同し大分県内に事業所を有する企業をもって構成す

る。 

２ 会員になろうとする者は、入会申込書を代表世話人に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

３ 会員は、退会しようとするときは、その旨を代表世話人に届け出なければならない。 

 

（会 費） 

第５条 会員は総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

 

（役員の種別及び選任） 

第６条 本会に次の役員を置く。  

  （１）代表世話人  １人 

  （２）世話人        若干名 

  （３）監事     ２人 
２  世話人は、総会において選任する。 

３  代表世話人は、世話人の互選により決定する。 



４ 監事は世話人の中から選任する。 
 

（役員の職務） 

第７条 役員の職務は次のとおりとする。 

  （１）代表世話人は、本会を代表し、会務を総括する。 

  （２）世話人は、代表世話人を補佐し、代表世話人に事故あるとき又は欠けたときは、

その職務を代行する。 

 （３）監事は、少なくとも毎年１回、会計の監査を行い、その結果を総会に報告しな

ければならない。 
 

（役員の任期） 

第８条  役員の任期は、２年とする。ただし、補欠として選任された役員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 役員は、再任されることができる。 

３  役員は、辞任し、又は任期満了した場合においても、後任者が就任するまでは、そ

の職務を行わなければならない。 

 

（総 会） 

第９条 総会は、毎年１回開催し、代表世話人が招集する。 

２  総会の議長は、代表世話人が務める。 

３  総会の審議事項は、次のとおりとする。 

  （１）事業計画及び収支予算に関する事項 

  （２）事業報告及び収支決算に関する事項 

  （３）会則の改廃に関する事項 

  （４）その他本会の運営に関する重要な事項 

 

（定足数） 

第１０条 総会は、会員の過半数の出席をもって成立する。 
２ 会員は、代理人をもって議決権を行使することができる。この場合、総会の出席会

員の数に算入する。ただし、代理人は予め書面を代表世話人に提出しなければならない。 
 

（議 決） 

第１１条  総会の議事は、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 
 
（書面等による総会の開催） 



第１２条 代表世話人は、必要があると認めるときは、総会の招集を行わず、書面の

提出その他の方法により会員の承認を得ることにより、総会の決議に代えることがで

きる。 

２ 前項に規定する決議については、第１１条の規定を準用する。 

 

（事業年度） 

第１３条 本会の事業年度は、毎年４月１日から始まり、翌年３月３１日をもって終わ

る。 

 

（事務局） 

第１４条 本会の事務局は、当分の間、大分県商工観光労働部商工観光労働企画課内に

置くものとし、事務局長、事務局次長及び事務局員を置く。 
２ 事務局長は、商工観光労働部商工観光労働企画課長をもって充てる。 
３ 事務局次長は、商工観光労働部商工観光労働企画課総務企画監をもって充てる。 
４ 事務局員は、商工観光労働部商工観光労働企画課及び生活環境部人権尊重・部落差

別解消推進課の職員をもって充てる。 
 

（規定外の事項） 

第１５条 この会則に定めるもののほか、本会の運営に関して必要な事項は、世話人が

協議して別に定める。 

 

   附 則 

 この会則は、平成１０年１０月２６日から施行する。 

 この会則は、平成１２年４月１日から施行する。 

 この会則は、平成１３年４月１日から施行する。 

  この会則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 この会則は、平成２２年４月１日から施行する。 
この会則は、平成２８年１０月２０日から施行する。 
この会則は、平成３１年４月２６日から施行する。 
この会則は、令和２年４月１日から施行する。 
この会則は、令和４年４月１日から施行する。 
この会則は、令和６年４月１日から施行する。 


